８　農業振興地域整備計画

　農地基盤整備事業として施行された第１次、及び第２次構造改善事業を始め、舟川排水改良事業、また羽合町合併直後鳥取県下に先がけて実施された水田地帯の土地改良事業など、藩制時代から引継がれた農耕方法は戦後逐次その様相を変え、現在の農作業と比較して雲泥の差がみられる。
農業振興地域指定
　しかし一面、農作業の省力化によって労力の余剰を生み、この労力を吸収するかのごとく各種の工場進出が
までの背景
めだち、農地は工場、宅地、あるいは公共用地等にどんどん転用され、羽合町総面積１２.４１EQ \* jc4 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ar(\s\up 7(２),ｋｍ)のうち農用地の占める割合は昭和３０年の５９.７％（７４０.９ｈａ）から昭和４５年の５５.４％（６８７.２ｈａ）と４．３％（５３.７ｈａ）の減となっている。（農林業センサス）

　この傾向は今後ますます広がり、農家戸数、農家人口もこれに従って減少して行き、農家戸数は専、兼業含めて１７６戸減り、また人口も７３３人の減少をみ、比較的安定した現金収入を得ながら農業を営む兼業農家への移行、また、あっさりと離農する農家もあらわれだしたことは、農業による生活基盤の弱体化が進んでいることを物語っている。こうした傾向は羽合町のみでなく、全国の農村地域の共通的な現象であり、農地の潰廃度はますます進んで行くばかりである。

　政府でも、日本の高度成長政策のあおりで農山村地域への企業進出による農地や、自然の破壊がひどくなるにつれこの対策に本腰を上げ始めたが、農地を守る機関として農業委員会があるものの、必ずしも町村行政の意図する方向にそった許可となり難い面があり、一部土地不動産会社等による不当な転用があったり、また町村の農業振興将来計画に支障のある転用が行われるなど、決め手を欠くものがあった。こうしたことから、昭和４４年６月「農業振興地域の整備に関する法律」が施行され、各町村の諸条件を考慮した上で県知事が、それぞれの町村の実態を検討しながら農業振興地域の指定を行う措置がとられたものである。
羽合町における農
　羽合町でもこうした国の施策に応じ、昭和４６年１月鳥取県知事に対し農業振興地域の指定を受けるよう要
振地域指定の取組
望書が提出されたが、この指定を受ければ「農村地域整備開発促進費補助金」という補助金が４０５,０００円
み　　　　　　　　　交付されることもあって、昭和４６年度指定を受けることについて県に対して強力な折衝がはかられた。その結果同年１１月３０日付をもって羽合町全域が農業振興地域として指定せられた。

　町ではこの指定に先立ち、指定後羽合町が取組まなければならない問題点を処理する機関として「羽合町農業振興地域整備促進協議会」を発足させた。この協議会を構成するに当たっては、農用地として指定する区域、すなわち今後農地以外に転用することのできない区域を定め、この指定に対して異議の申立てを処理する機関となる協議会のメンバーに議会、農業委員、農協、農業共済組合、土地改良区、商工会、観光協会、区長、公民館長などの各種団体の代表者２０名が委嘱された。
農振地域整備促進
　協議会は昭和４６年７月第１回目の会合が持たれているが、この協議会とは別に原案の基礎資料や計画策定

協議会
を客観的にとらえるために、町内農協職員及び土地改良区、農業共済組合、商工会、農業委員会の関係職員と役場職員をもって、農業振興地域整備促進事務局が設置された。こうしていよいよ農振法による指定区域を定める本格的な作業にはいた訳であるが、この決定線はその周辺の関係住民の利害に大きく関係するため、まず羽合町の今後における農政の基本的な進めかたを固める必要があり、各農協、土地改良区の農業振興構想を次の項目によって報告を求めた。
各農協、土地改良
１、農業所得（農業生産）拡大のための要件について。

区の農業振興構想
　　①　主産地形成を進める作目の導入について。②　農業経営の高度な経済性を生みだすための生産組織の

報告概要
　　改編について。③　地域の実情に適応した営農類型の方向（具体的に）について。④　土地利用の基本的


　　な方向と農用地利用区分の考え方について。⑤　経営近代化の方向について。⑥　土地基盤整備について


　　の考えかた。

２、農業団体として対応すべき将来のありかたについて。


　以上の項目について照会した結果、その報告内容は相当具体的に各地域の実情に見合った意見が寄せられている。１項の農業所得拡大のための６項目について総合的にまとめてみれば（１）稲作については農家の兼業化が進むなかで、農家の自立経営を助長することが望ましいが、現状では非常に困難性が多く、大型機械の導入によって大巾な省力化をはかるための農地基盤整備をはかり、集団経営、請負耕作（農協）等の方向に漸進的移行をはかる。（２）畑作のうち果樹栽培は土地基盤整備と共に品質向上による主産地形成を行う必要があり、ブドウのハウス栽培助長の援助が必要、また野菜類については長期安定のはかられる品目を十分検討し、営農団地の形成をはかって主産地としての名声を挙げることが必要である。また現在考えられる品目としては長芋、ラッキョウ、大根、西瓜、イチゴ等である。（３）農産物の有利な出荷体制を整えるために、品種別に生産組合を結成し（浅津）あるいは高度な経済性を生みだすために、経営委託が受けられる農協を含めた部落別のブロック組織を強化する（土地改良区）など生産者の組織改革を強く望んでいる。

　直接農民の営農指導に当たっている農協等の基本的な考えかたをこのようにとらえながら、事務局では農用地の経済的、合理的な利用方法を再三にわたって検討し、４６年１１月３０日の農業振興地域の指定を受けて、いよいよ関係住民の理解と協力を得るため、同年１２月関係代表者に対する説明会に乗りだした。その結果若干異論もあったが、原則的に羽合町農政に対する方向と農用地利用計画が諒解され、４７年３月農業振興地域促進協議会で最終計画案が承認され、同年９月１日町民に広告された。

　しかしこの計画案が公示され、異議の申立てが許された期間中３件の異議申立てがあった。これに対し農振協議会において検討した結果、いずれも農振地域から除外する必要性を認めず、計画を修正しないこととなった。なおその後においても広域公園地域の買収計画が始まったり、その他公共用地等の用地買収によって一部計画の変更された区域もあったが、一般的に農用地として指定された地域は相当な理由のない限り解除できなくなり、昭和４８年５月１４日付をもって本計画は鳥取県知事から認可された。

農用地の線引き
　現在農用地及び除外地の線引きは下図のとおりであるが、公共用地その他社会情勢の変化によってこの計画と線引きがどこまで守られて行くのか見守って行く必要があろう。
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